
1	 はじめに
近年，英語教育においてコミュニケーション能力を向上

させる授業及び指導が盛んに行われてきた。グローバル化
が進む現在の日本の状況を考慮すると，このことは必要不
可欠かもしれない。しかしながら，英語コミュニケーショ
ン能力を向上させるだけの教育では不十分であると考え
る。円滑なコミュニケーションを行うためには，学習者は
正確な英語の知識もっていること，英語という言語が持つ
社会的文化的背景を知ること，ことばが発話される状況を
理解することなどが必要になる。本稿では，正確な英語の
知識を必要とした意味解釈指導の必要性や円滑なコミュニ
ケーションを行うために必要な語用論的能力の構築につい
て考えてみたい。

2	 インプットとアウトプット
2−1	 インプット仮説
英語教育においては，教師が学習者にどのようなインプ

ットを与えるかが重要になる。教師が学習者に適切なイン
プットを与えることができるなら，学習者は各々の英語能
力を向上させることができる。理解可能なインプットを学

習者に与えることの重要性を説いたのはKrashen （1982, 
1983, 1985）である。Krashenは言語を習得する最も良い
方法はインプットを通じて，メッセージの意味を理解しよ
うとすることであると主張し，また，現状の学習者の能力
をi⑴とすると，i＋1の内容を含むインプットを理解した
時に言語習得が起こると説明した。

2−2	 インプットの重要性
Krashenの提唱するインプット仮説には一部賛成するこ

とができる。また，教師が学習者に理解可能なインプット
を与えるという重要性も理解できる。そこで，教師が学習
者に与えるインプットは次のような特徴を持っていなけれ
ばならない⑵。

⑴		 インプットの特徴
・	 i＋1のレベルを含み，理解可能である
・	 学習者にとって興味深い
・	 関連性がある
・	 適切な量である
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インプットのレベルは簡単すぎても，逆に難しすぎてもい
けない。教師は現状のクラスの学習者のレベルを考慮し
て，材料を選択しなければならない。また，学習者にとっ
て興味深いもの，授業のトッピクと関連があるものでなけ
れば効果が出ない。インプットの量も重要である。少なす
ぎても学習者の能力向上にはならないし，多すぎても学習
者の負担になってしまうかもしれない。学習者のレベル，
学習状況を十分に把握し，適切な量を与えなければなら
ない。

日本の状況を考慮すると，学習者はインプットの多くを
教室でしか獲得することができない。日本国内で，教室外
でインプットを得ることは難しい。というのは，教室外で
はほとんど英語を使用する機会がないからである。従っ
て，教室外で学習者の効果的な学習ができるように，教師
はインプットを与えなければならない。

2−3	 インプットからアウトプットへ
Krashen の仮説によると，インプットを学習者に与え続

けると，アウトプットが自然に現れるという。しかしなが
ら，日本の教育環境を考えると，インプットを与えている
だけでは，アウトプットにはつながらない。学習者のアウ
トプットにつなげるには，やはり教室内での学習者の活動
しかなく，そこで教師が学習者にいかに効果的に練習させ
るかが重要になる。

最終的にアウトプットにつなげることが重要なのは理解
できるが，学習者がインプットをいかに正確に理解し，知
識としてそれらをいくつも蓄えておくことが重要である。
このようなプロセスがなければ，円滑なコミュニケーショ
ンにつながっていかない。そのためには，文法指導に基づ
いた意味解釈指導が必要である。学習者の能力が上がって
くればくるほど，複雑な内容を理解するには，この指導は
不可欠である。

3　テキスト分析と意味解釈指導
3−1	 アンケート調査とデータ収集
どのような観点でテキスト分析を行うかについて，アン

ケート調査を行った⑶。その詳細は以下の通りである。

⑵		 アンケート調査の内容
・	 対象者：大阪府下の高校2年生120名
・	 内容：�英語を学習しているときに最も苦手としてい

る文法の分野を聞く。

この調査によって，高校生が最も苦手としている分野は
関係詞であることがわかった。そこで，その高校生が授業
で使用している文法のテキストを基にテストを作成して，

高校生にそれを実施した。

3−2	 テキスト分析と誤答分析
当時市販されていた8つの英語検定教科書の中から，関

係詞が使用されている文をすべて取り出し，関係詞が使用
されるパターンごとに細かな分類を行った⑷。そして，そ
れぞれのパターンごとにその使用頻度を調べた。テキスト
分析で得られた使用頻度とテストを実施したことで得られ
たデータに照らし合わせてみると，次の事がわかった。

⑶		 使用頻度が低い項目は，その項目に関する問題での
正答率が低い。

当然のことといえば，そうかもしれないが，これはインプ
ットの量が少ないので，学習者がその項目を学習し，習得
する機会も減ることを意味している。
紙面の都合上すべてをここで説明することができないが，
一例を挙げてみたい。

⑷		 テスト問題の一例
I wrote down every phrase in his speech （    ） he 
stressed.

⑷の問題はカッコに関係代名詞を選択させる問題である。
この問題の正答率は24.2%であった。多くの学習者が答え
にwhichを選択していた。この文における先行詞はevery 
phraseで，his speechではない（先行詞にeveryがついて
いるので，thatが正解）。whichを選択した学生は先行詞
をhis speechと考えている。この誤答は学習者が正確な英
語の知識を持たずに，この文を解釈したために生じたと考
えられる。この文で使用されている関係代名詞のthatは，
いわゆる，「関係代名詞特別用法のthat」と言われている
ものである。この特別用法のthatは，私がテキスト分析
によって得た関係詞の例，618例のうち27例（全体の4.4%）
しかなかった。この数字は⑶の内容を支持しているとい
える。

3−3	 意味解釈指導 
学習者の誤答を防ぐには，授業中の指導を充実させなけ

ればならない。学習指導要領に基づいて，授業中の指導に
話す活動を行うことは問題ないが，学習者が正確な英語の
知識をもって活動を行わなければ，能力向上には結びつか
ない。文法指導に基づいた意味解釈指導も必要である。そ
して，正確な知識を持って，文の意味を理解した後に，そ
れをアウトプットする⑸。このプロセスは次のように図式
化できる。
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⑸		 インプットからアウトプットへ
� 表現（ライティング）
インプット   アウトプット
　　　　　　↑� 発話（スピーキング）
　　文法指導・意味解釈指導

日本の英語教育の現場を考慮すると，インプットからアウ
トプットにつなげる際の指導というものを充実させなけれ
ば，正確なアウトプットにはつながらない。教師はその点
を考慮して，授業運営をしていく必要がある。

4	 語用論的能力の構築
4−1	 学習指導要領

  文部科学省の学習指導要領に記載された内容に次のよう
な文言がある⑹。

⑹		 授業においてコミュニケーションの能力の育成を図る
ためには，言語の使用場面を明らかにし，具体的な文脈
を想定した上で，指導に当たることが重要である。

	 （高等学校学習指導要領解説　外国語編・英語編, p.40）
⑺		 実際に言語を使用して互いの考えや気持ちを伝え合う

などの活動においては，具体的な場面や状況にあった適
切な表現を自ら考えて言語活動できるようにすること。

	 （高等学校学習指導要領解説　外国語編・英語編, p.113）

この文言に見られる「言語の使用場面」，「具体的な場面や
状況にあった適切な表現」といったフレーズはまさに語用
論的能力⑺に関係していると考えられる。やはり，円滑な
コミュニケーションを行うためには，このような能力も必
要になってくる。

4−2	 アンケート調査と結果
過去に行ったアンケート調査⑻を基に，高校生が英語教

育に対してどのような意識を持っているのかを再確認し
たい。

⑹		 アンケート調査の内容
・対象者：大阪府下の高校生196名
・内容：�英語教育において一体どのような指導を望ん

でいるのかを聞く。語用論的能力を必要とす
る質問項目をいくつか取り入れた。

このアンケート結果をまとめると次のようになる。

⑺		 アンケート結果
・	 コミュニケーション能力を身につけようとする目標

がある（全体の70.4%）。
・	 コミュニケーションにおいて，相手の言っているこ

とを十分に理解し，適切な返答をしたい（全体の
73.4%）。

・	 語用論的な能力のもとになる発話の理解や言語使用
の 適 切 性 を 授 業 に 取 り 入 れ て ほ し い（ 全 体 の
47.9%）。

まとめると，コミュニケーション能力の向上をめざし，学
習者は英会話など実践的な指導だけでなく，コミュニケー
ションに必要な知識や相手の発話を理解するという基本的
な能力の指導も必要としていることがわかる。

4−3	 語用論的能力の構築に向けて
一般的に，人間は語用論的なルールが分かっていなけれ

ば，実際にコミュニケーションを成立させることはできな
い。それは，相手の発話の理解をしなければ，その相手の
発話に対して適切な応答できないからである。母語話者
は，その第一言語が使用されるコンテクストの中で，無意
識に第一言語の文法や意味を理解し，これらのルールに従
って，それぞれの場面の中で適切に言語を使用していると
考えられる。これは，コミュニケーション能力の向上を目
標とする第2言語教育や外国語教育においても同じ事がい
える。

しかしながら，語用論に関する専門知識を学習者に教え
ることはできない。現場教師は学者でないが，ある程度の
語用論に関する知識やルールを身につけ，それに基づいた
授業運営をすることによって，よりよい学習環境の下で英
語学習を提供することが可能になる。そこで，Elliot（1999： 
161）では，語用論的知識に不足する教員に対して，4つ
の提案をしている。それらは，①教師は語用論的能力を発
達させることが記された情報のある教材を見つけること，
②語用論的知識を持っている教師を見つけ，その知識につ
いて意見交換をすること，③語用論的な使用法を研究した
論文を読み，勉強したことを授業での活動に役立てるこ
と，④自然な言語行為を生むようなメディアを教室で使用
することである。語用論的知識になじみのない教師は，こ
のような提案を進んで受け入れるのは難しいであろう。ま
た，教育現場での職務に毎日毎日追われ，このようなアド
バイスを受け入れ，研究する時間がないと言う教師もいる
であろう。しかし，教師は不利な状況に置かれたとして
も，時間を見つけ，教師自身の教授の仕方や授業の環境作
りも適切かどうかを振り返えらなければならない。

語用論的能力の構築というのは，一手段であって，絶対
的なものではない。他にも学習者の英語力を向上させる方
法はいくつもある。1つ提案として考えてもらいたい。
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5	 まとめ
本稿では，英語教育における意味解釈指導の重要性や語

用論的能力の構築の必要性について説明してきた。学習者
のコミュニケーション能力の発達を目指した授業や指導法
が盛んに行われていることは認めるが，円滑なコミュニケ
ーションに結び付けるには，正確な知識を身につけること
やことばが発話される状況を理解することが必要である。
Krashenはインプットの重要性を説いたが，日本の教育現

場を考えると，インプットを与えているだけでは学習者の
英語能力は向上しない。インプットをアウトプットへとい
かに結び付けるのかが重要で，それが成功してはじめて学
習者の能力向上につながる。また，学習者の語用論的能力
の構築やその能力の向上については，前項で論じただけで
は不十分である。まだまだこれから深い議論と研究が必要
であろう。
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注

⑴		 このiとは，interlanguage（「中間言語」）を意味する。
Selinker （1972）を参照。

⑵		 日本の教育現場に照らし合わせて考えると，ここでいうイ
ンプットとは授業を通じて教師が与える教材のことである。

⑶		 このアンケート調査は1998年秋に行われた。アンケートの
調査報告はOkamoto（1998）で一度行っている。今回はその
データを再検討した。

⑷		 Okamoto（1998： 59）では，関係詞が使用されている文を
28パターン挙げた。

⑸		 ここで使用する「アウトプット」とは，スピーキング活動
における学習者の発話だけでなく，ライティング活動におけ
る学習者の文章作成も含んでいる。

⑹		 ⑺の引用は中学校学習指導要領　第2章　第9節外国語か
らのものである。高等学校だけでなく，中学校の学習指導要
領にも同様な指摘があることを説明するために引用をした。

⑺		 「語用論」（Pragmatics）とは，話し手と聞き手を取り巻く
コミュニケーションの場面，すなわち，コンテクストに沿っ
て，ことばとその意味を考える学問のことである。そして，
語用論的能力とは，ある場面の中で使われる発話を理解し，
それに対し適切な対応を示し，運用まで結びつける能力であ
ると定義する。特に，この能力には言語行為（Speech Act）
が関係している。

⑻		 このアンケート調査は1999年夏に行われた。このデータに
ついて再検討をした。
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